
３-１．収益型事業について
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① 収益型事業の事例について
② 収益型事業検討にあたっての留意点

③ 収益型事業の検討プロセス（案）について



収益型事業の類型及び事例について

①利用料金収入型 ②民間施設併設型

イメージ

（ⅰ）附帯事業パターン （ⅱ）余剰地活用パターン

特徴

利用料金収入が発生する公共施設の運営を

実施するにあたり、民間事業者が一定程度の

裁量を有し、創意工夫を活かすことで事業の効

率化やサービスの向上が図られ、結果利用料

収入が増加し、公的負担が抑制されるもの。

例）プール、体育館等の運営を含む事業

公共施設の運営と親和性の高い事業を公共施

設の運営と併せて民間事業として実施すること

により、一体的運営等が図られることで事業の

効率化や公費負担の抑制を図ることができるも

の。なお、副産物（下水施設の汚泥など）を生成

し、その売却益を公費負担の抑制に充てている

例もある

公共施設の整備により発生する余剰地や余剰容

積などを民間事業者が活用し、その対価収入等を

得ることにより、公共施設整備等に係る費用を回

収するもの。

例）集約化・再配置等により公有地を発生させ、当

該地で実施する収益事業等

事例

・鹿児島市新鴨池公園水泳プール整備・運営

事業【PFI】（鹿児島市）

・スポーツ・文化複合施設整備等事業（川崎

市）【PFI】
・八木駅南市有地活用事業【PFI】（橿原市）

・大阪城公園パークマネジメント事業【指定管

理】（大阪府）

・近代美術館特定事業【PFI】（神奈川県）

・（仮称）新文化センター整備運営事業【PFI】（稲
城市）

・指宿地域交流施設整備等事業【PFI】（指宿市）

・みなとみらい21中央地区20街区MICE施設整

備事業【PFI】（横浜市）

・黒部市下水道バイオマスエネルギー利活用施

設整備運営事業

・豊橋市バイオマス資源利活用施設整備運営事業

・大阪府営豊中新千里東住宅プロジェクト【PFI】
（大阪府）

・新総合庁舎等整備事業【公共施設整備+定期借

地】（東京都渋谷区）

・横浜市文化体育館再整備事業【PFI+定期借地】

（横浜市）

・安城市中心市街地拠点整備事業【PFI+定期借

地】（安城市）

○収益型事業には、公共施設の利用料収入により費用を回収する方法「利用料金収入型」と、公共施設に民間施設
を併設する方法「民間施設併設型」が存在する。

○手引においては、それぞれの類型ごとに特徴的なPPP/PFI事例（事業実施への検討プロセス等）を提示する。

①－１ 収益型事業の事例について
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収益型事業の事例イメージ

①－２ 収益型事業の事例について

○収益型事業の事例では以下内容も含めて記載を予定
 収益化の概要や収益型事業実施の背景
 官民対話の実施内容及び実施による効果
 収益化の効果等、事業実施による効果（利用者、収益の増加やVFM等）

※事例はイメージ 18



② 収益型事業検討にあたっての留意点

指針名 地公体名 指針に記載されている内容

PFIガイドライン第8版
（平成28年2月）

横浜市

【収益事業の併設についての留意点】

より民間事業者の経営ノウハウを活用するため、ＰＦＩ導入の検討に際し、収益施設の合築等について検討することが考えられます。

ただし、収益施設の経営は民間事業者にとってのリスク要因と評価される場合もあるため、立地条件等を踏まえ民間事業者のマー

ケットリスクを十分に検討した上で、事業内容に加えていくことが必要です。

なお、民間収益施設を併設する場合は、民間収益施設の経営リスクによりＰＦＩ事業の実施に支障を生ずるおそれがあるため、ＰＦＩ事

業から民間収益施設の経営リスクを可能な限り分離させることや、完全に分離できない場合でも、経営リスクが最小限となるように契

約等において適切に措置することに留意が必要です。

http://www.city.yokohama.lg.jp/seisaku/kyoso/pfi/pfigaideline8.pdf

PFIガイドブック

（平成28年5月）
福岡市

【収益施設との合築の留意点】

民間収益施設との合築における留意点として、民間収益施設側に発生する可能性のある諸権利（借地権，借家権，営業権など）が、

将来、収益施設の運営が悪化した場合に、ＰＦＩの公共サービスを継続する上で障害にならないよう十分配慮が必要です。

http://www.city.fukuoka.lg.jp/data/open/cnt/3/42978/1/2016_5_pfi_guidebook.pdf

さいたま市PFI等活用

指針（平成28年4月）
さいたま市

【PFI等活用の意義】

余剰地の活用等の提案を求めることで、公共施設をより効率的に活用することが期待できる。

【基本計画等、PFI等導入可能性調査及びアドバイザリー業務を委託する場合の主な調査項目】

設計、施工、維持管理、運営、余剰地活用業務等をどの範囲で1つの事業として事業者を公募するか検討する。

http://www.city.saitama.jp/006/007/014/010/p002421_d/fil/pfi-shishin2016.pdf

静岡市PFIガイドライ

ン（第2版）

（平成24年5月）
静岡市

【PFI導入可能性調査の検討項目】

より民間事業者の経営ノウハウを活用するため、PFI導入に当たって民間収益施設を併設することも可能です。

民間収益施設を併設する場合には、本来の目的を損なわないことと、民間事業者の経営リスクを十分検討することが必要です。

民間収益施設の併設をこの段階から想定しておくことで、行政財産の貸付や目的外使用など、市としても事前に検討すべき事柄を整

理しておくことができます。

http://www.city.shizuoka.jp/000128477.pdf

仙台市PFI活用指針

（第3版）

（平成18年5月）

仙台市

【PFI導入可能性調査の業務】

事業によっては、施設整備を伴う収益事業の併設又は合築を検討することも考えられます。この場合は、立地条件等を踏まえた適切

な需要想定、本体施設と民間収益施設の所有権の取り扱い、経営リスクの分離等についても留意が必要です。さらに、ここから得ら

れる収入をＶＦＭ算定に織り込むかどうかについては、需要リスクを全て民間に移転するのか、一部市が補完するのか等によっても

対応が異なりますので、事業内容に応じた検討が必要です。

http://www.city.sendai.jp/zaise-kokyo/jigyosha/keyaku/pfi/pfi/documents/all.pdf

収益型事業実施にあたっての留意点について
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➊事業の発案

➋簡易な検討

➌詳細な検討

➍事業の実施

○簡易評価シートの作成（公共
施設）

○必要に応じてサウンディング等官民
対話の実施

○導入可能性調査において市場
調査（マーケットサウンディング
等の官民対話）を実施

事例や留意点を踏まえた収益型事業の検討プロセス（案）

③ 収益型事業の検討プロセス（案）について

○収益型事業の実施が可能な公共施設整備事業の抽出
※立地等を踏まえた収益化の可能性を事前に調査することも考えられる

○事例等を踏まえ、公共施設部分における費用総額の比較を行う（簡易な
検討の計算表の活用）

○必要に応じて、民間事業者と対話（官民対話）を実施することにより、市
場性の有無や、コンセッション方式等の事業方式等、事業に対する民間
事業者の関心を確認することが考えられる

利用料金収入型の留意点
※簡易な検討の計算にあたって、同種事例等
を踏まえた利用料収入を設定することとな
るが、収入は事業方式や立地、運営状況等
に左右される可能性があるため、収益化の
可能性を確認するため、官民対話を実施す
ることが考えられる

民間事業併設型留意点
※公共施設と一体的に運営することが効果的
な事業の実現可能性や、民間事業としてど
のような用途であれば事業化が可能か等、
どのような民間事業であれば実現が可能か
を確認するための官民対話を実施すること
が考えられる

○詳細な検討（導入可能性調査）では、民間事業者に対して市場調査を実
施し、採用手法への収益型事業の実施可否を評価する

○民間事業者による創意工夫をいかすべく、公募要項等における官民の
リスク分担や提案の範囲（民間事業も含めた一体的な提案等）について
も民間事業者の意向等を確認することが効果的

○市場調査の方法としては、マーケットサウンディング、アンケート調査、ヒ
アリング調査や地域プラットフォーム等の活用が考えられる

○収益型事業の実施にあたっては、官民対話の活用が効果的と考えられることから、官民対話の方法について紹介 20
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